
別表１（第２０条関係）

給料算出基準表

算 出 基 礎 備 考

給料の額＝｛（基準額＋勤務年数に応じた加算額）×１７３.４｝＋役職に応じ
た加算額

※給料の額の１００円未満については四捨五入をする
※給料の額の変更は、所定様式により嘱託職員に通知をする

○基準額
Ａ：地域別最低賃金時間額に２６３円を加えた額
社会福祉士、介護福祉士、介護支援専門員、管理栄養士、看護師、准看護師、
理学療法士、作業療法士、保育士、幼稚園・学校教諭、社会保険労務士、司
法書士、その他会長が認める資格を有する者
Ｂ：地域別最低賃金時間額に１６３円を加えた額
介護職員実務者研修修了（名称を問わず同等の資格を含む）、社会福祉主事
任用資格、栄養士、その他会長が認める資格を有する者
Ｃ：地域別最低賃金時間額に８３円を加えた額
上記以外の者
※嘱託職員が雇用期間中に上記Ａの資格を基本とするさらに上位の資格を取

得、または上位の研修等を修了したときは、基準額を超えて加算を行うこ
とが出来るものとし、その額は会長が定める。新たな基準額の適用につい
ては、届出のあった日の属する月の翌月とする。また、上記の資格を取得
し基準額を変更する必要が生じた場合も同様とする。

※上記Ａ及びＢの有資格者であっても、その資格を要する（当該資格がある
ことが望ましい職務を含む）職務でなければＣを適用する。但し、業務・
人事管理上の都合により異動があった場合等はこの限りではない。

※臨時雇用職員からの採用区分変更により嘱託職員となった者の基準額は、
臨時雇用職員として適用を受けた直近の時間給とする。

※最低賃金額改正に伴う基準額の変更は発効月より適用する。但し、改正に
より新たな基準額が従前の基準額を下回った場合は、従前の基準額を適用
するものとする。

○勤務年数に応じた加算額
嘱託職員としての勤務が１年を超える者 ５円

〃 ２年 〃 １０円
〃 ３年 〃 １５円
〃 ４年 〃 ２０円
〃 ５年 〃 ２５円
〃 ６年 〃 ３０円
〃 ７年 〃 ３５円
〃 ８年 〃 ４０円
〃 ９年 〃 ４５円
〃 １０年 〃 ５０円

※１０年以降は上記同様に１年につき５円を加算する。
※勤務年数に応じた加算は毎年４月１日に適用するものとする。

○役職に応じた加算額
一般職 ０円
主任の職 ２０，０００円
係長の職 ５０，０００円
事務局長の職 １００，０００円

○勤務成績による加算額
特に勤務成績が優秀であると認められる嘱託職員は上記加算額の範囲を超え
て加算を行うことが出来るものとし、その額は会長が定める。



別表２（第２３条関係）

勤勉手当算出基準表

算 出 基 礎 備 考

○６月分 支給日が土曜
支給日（６月３０日） 日、日曜日及
基準日（６月１日） び国民の祝日
基準期間（１２月２日～６月１日） に該当すると
勤勉手当の額＝８０，０００円×勤務成績等 きは前日若し

くは金融機関
○１２月分 の直近営業日
支給日（１２月１０日） を支給日とす
基準日（１２月１日） る。
基準期間（６月２日～１２月１日）
勤勉手当の額＝１００，０００円×勤務成績等

※介護職員処遇改善加算（名称を問わず同様の制度を含む）に該当する嘱託職
員には、当該制度に係る勤勉手当を、また、その他の嘱託職員については同額
の勤勉手当を別途支給する。この勤勉手当の支給額、支給日及び支給範囲は会
長が定めるとともに、勤務成績等の率は下記を準用する。

○勤務成績等の率
基準期間中の出勤日数が所定労働日数の８割以上 １００／１００
基準期間中の出勤日数が所定労働日数の６割以上８割未満 ８０／１００
基準期間中の出勤日数が所定労働日数の６割未満 ６０／１００
但し、基準期間中の勤務成績が特に優秀であると認められる場合には、規定
値を上回る数値を設定することが出来る。また、基準期間中の勤務成績が特
に不良であると認められる場合には、規定値を下回る数値を設定することが
出来る。

別表３（第２４条関係）

退職一時金算出基準表

算 出 基 礎 備 考

退職一時金の額＝３６千円×勤務年数

○勤務年数（４月１日～翌年３月３１日を１年とする）は嘱託職員としての勤
務通算年数とする。
○退職一時金は、当該事由の発生した日から２カ月以内に支給するものとする。


